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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税および地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

２．第68期中間連結会計期間、第69期中間連結会計期間、第68期連結会計期間および第69期連結会計期間におけ

る潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため、記載しておりません。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成14年 
４月１日 

至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 

至平成15年 
３月31日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

売上高 （百万円） 60,960 64,058 79,090 121,429 135,882 

経常利益 （百万円） 3,854 4,417 11,100 7,628 10,734 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,737 2,398 6,272 3,855 8,080 

純資産額 （百万円） 84,114 87,363 98,093 85,619 92,254 

総資産額 （百万円） 145,115 147,045 159,261 141,601 153,056 

１株当たり純資産額 （円） 1,875.22 1,947.67 2,186.76 1,906.32 2,054.25 

１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） 38.74 53.46 139.83 83.50 177.70 

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

（円） ─── ─── 139.79 ─── ─── 

自己資本比率 （％） 58.0 59.4 61.6 60.5 60.3 

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（百万円） 11,650 8,832 15,386 20,386 19,523 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（百万円） △7,134 △6,551 △9,130 △13,918 △15,692 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（百万円） △7,684 △1,121 △4,825 △12,195 △2,446 

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高 

（百万円） 35,682 33,887 35,638 33,083 33,877 

従業員数 （人） 5,220 5,058 5,061 5,053 5,073 
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第68期中間会計期間、第69期中間会計期間、第68期会計期間および第69期会計期間における潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自平成14年 
４月１日 

至平成14年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 

至平成16年 
９月30日 

自平成14年 
４月１日 

至平成15年 
３月31日 

自平成15年 
４月１日 

至平成16年 
３月31日 

売上高 （百万円） 59,047 62,549 76,782 116,674 132,543 

経常利益 （百万円） 3,463 3,891 10,458 6,829 9,660 

中間（当期）純利益 （百万円） 1,553 2,009 5,902 3,354 6,902 

資本金 （百万円） 24,223 24,223 24,223 24,223 24,223 

発行済株式総数 （千株） 45,057 45,057 45,057 45,057 45,057 

純資産額 （百万円） 85,738 88,637 98,233 87,085 92,988 

総資産額 （百万円） 145,436 147,029 158,066 141,688 152,426 

１株当たり純資産額 （円） 1,911.42 1,976.07 2,189.89 1,939.00 2,070.61 

１株当たり中間
（当期）純利益 

（円） 34.63 44.79 131.58 72.33 151.43 

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

（円） ─── ─── 131.53 ─── ─── 

１株当たり中間
（年間）配当額 

（円） 10.00 12.00 12.00 22.00 24.00 

自己資本比率 （％） 59.0 60.3 62.1 61.5 61.0 

従業員数 （人） 4,212 4,195 4,155 4,123 4,185 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 当社グループは単一セグメントに該当しており、製品の種類等により従業員を区分することが困難なため、従業

員数は、当社、国内子会社、在外子会社の区分により記載しております。 

 （注）従業員数は、就業人員数（当社グループ外部からグループへの出向者を含み、当社グループからグループ外部へ

の出向者を含まない）により記載しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数（当社への出向者を含み、当社からの出向者を含まない）により記載しております。 

(3) 労働組合の状況 

ａ．名     称：新光電気労働組合 

ｂ．組 合 員 数：3,931人 

ｃ．所属上部団体名：全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会 

ｄ．労 使 関 係：健全な労使関係を維持しております。 

  平成16年９月30日現在

区分 従業員数（人） 

当社 4,155 

国内子会社 190 

在外子会社 716 

合計 5,061 

  平成16年９月30日現在

従業員数（人） 4,155 
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第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国、アジア向けを中心に輸出が増加したことに加え、民間設備投

資の拡大を製造業が牽引し、また、猛暑やオリンピック関連需要等も背景に個人消費が回復傾向を示すなど、景気

の拡大基調が鮮明になりました。海外におきましては、米国では設備投資と個人消費の増勢が続いたほか、ＩＴ・

デジタル分野の需要拡大が、その生産拠点であるアジア地域にも好影響をもたらすなど、おおむね景気は回復傾向

を示しました。 

 半導体業界につきましては、競争激化に伴う製品価格の低落傾向が継続したものの、ＤＶＤ等のデジタル家電向

けの需要が大幅に増加し、パソコンおよび携帯電話市場も堅調であったことなどにより好調なうちに推移いたしま

した。 

 このような状況下にあって、当社グループ（当社および連結子会社、以下同じ）は、半導体市場の旺盛な需要に

支えられ、また、市場ニーズに対応した半導体パッケージの生産体制の整備を行ったことなどにより、当中間連結

会計期間の業績は、売上高は790億90百万円（対前年同期比23.5％増）となりました。収益面におきましては、競

争激化に伴う製品価格の下落が継続するなか、徹底的なコストダウンを推進し、生産性の一層の向上に努めたこと

などにより、経常利益は111億円（対前年同期比151.3％増）、中間純利益は62億72百万円（同161.6％増）を計上

いたしました。 

 部門別の状況は次のとおりであります。なお、当社グループは単一セグメントに該当いたしますので、部門別の

状況は、以下の製品区分により、販売の状況等を表示しております。（以下「２．生産、受注および販売の状況」

において同じ） 

 ＩＣリードフレーム部門では、デジタル家電向けなどにこれまで需要を拡大してきた多ピンタイプリードフレ

ームが在庫調整の影響を受けましたが、パソコン等のメモリＩＣ向けにＬＯＣタイプリードフレームが好調に推

移したことなどにより、当部門の売上高は172億29百万円（対前年同期比4.8％増）と増加いたしました。なお、

単独ベースでの生産実績は148億41百万円（対前年同期比1.0％増）、受注高は141億59百万円（同11.3％減）、受

注残高は24億37百万円（同17.7％減）であります。 

 ＩＣパッケージ部門は、ノート型パソコン向けを中心にＭＰＵ用のＰＬＰ（プラスチック・ラミネート・パッ

ケージ）の売上が堅調であったことに加え、カメラ付き携帯電話やデジタル家電向けなどにＢＧＡ基板、ＩＣ組

立が好調であったことなどにより、当部門の売上高は489億85百万円（対前年同期比24.3％増）と増加いたしまし

た。なお、単独ベースでの生産実績は469億21百万円（対前年同期比23.9％増）、受注高は515億2百万円（同

27.5％増）、受注残高は66億53百万円（同64.0％増）であります。 

 気密部品部門につきましては、ガラス端子ならびにＬＩＤの需要が、ＤＶＤ、プロジェクターおよびデジタル

テレビ向けを中心に拡大したことなどにより、当部門の売上高は128億69百万円（対前年同期比57.1％増）と増加

いたしました。なお、単独ベースでの生産実績は122億44百万円（対前年同期比53.3％増）、受注高は123億28百

万円（同49.8％増）、受注残高は20億57百万円（同3.7％増）であります。 

（注）区分の見直しに伴い、対前年同期比の算出根拠となる前中間連結会計年度の金額は、当中間連結会計年度

にあわせ組替えております。 

製品区分   主要製品 

ＩＣリードフレーム部門 ： 半導体用リードフレーム 

ＩＣパッケージ部門 ： ＰＬＰ（プラスチック・ラミネート・パッケージ）、ＩＣの組立 

気密部品部門 ： 半導体用ガラス端子、アレスタ、精密接触部品 
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 また、所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

ア．日本 

 競争激化に伴う製品価格の低落傾向が継続したものの、ＤＶＤ等のデジタル家電向けの需要が大幅

に増加し、パソコンおよび携帯電話市場が堅調に推移するなど半導体市場の旺盛な需要に支えられ、

また、市場ニーズに対応した半導体パッケージの生産体制の整備を行ったことなどにより、売上高は

646億88百万円（対前年同期比19.3％増）、営業利益は101億97百万円（同88.2％増）となりました。 

イ．アジア 

 ＩＴ・デジタル分野の需要拡大が、その生産拠点であるアジア地域に好影響をもたらしたことなど

により、売上高は88億69百万円（対前年同期比20.4％増）、営業利益は5億27百万円（同53.0％増）と

なりました。 

ウ．アメリカ 

 企業の設備投資と個人消費の増勢を背景とする景気の拡大傾向が鮮明となり、半導体需要が好調に

推移したことなどにより、売上高は55億32百万円（対前年同期比122.4％増）、営業利益は1億64百万

円（同128.5％増）となりました。 

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。（以下「第２ 事業の状況」において同じ） 

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ17

億60百万円（5.2％）増加し、356億38百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、当中間連結会計期間には前中間連結会計期間に比べ、65億53百万円

（74.2％）増加し153億86百万円となりました。主な要因は、税金等調整前中間純利益102億40百万円、減価償却

費72億3百万円および仕入債務の増加額22億6百万円により資金が増加した一方、売上債権の増加額45億90百万円

等により資金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間には前中間連結会計期間に比べ、25億79百万円

（39.4％）増加し91億30百万円となりました。主な要因は、製造設備等の有形固定資産の取得による支出87億21

百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、当中間連結会計期間には前中間連結会計期間に比べ、37億3百万円

（330.1％）増加し48億25百万円となりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出48億49百万円であり

ます。 

２【生産、受注および販売の状況】 

 当社グループは単一セグメントに該当いたしますので、「生産、受注および販売の状況」につきましては、「１．

業績等の概要」に記載した製品区分により表示しております。なお、当社連結子会社は、当社への製品・部品等の販

売、当社製品の外注加工あるいは当社製品の販売等を主要な事業としているため、生産および受注の状況について

は、「１．業績等の概要」に含めて単独ベースで記載しております。 

(1) 生産実績 

 「１．業績等の概要」に含めて記載しております。 

(2) 受注状況 

 「１．業績等の概要」に含めて記載しております。 
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(3）販売実績 

 （注）１．区分の見直しに伴い、前年同期比の算出根拠となる前中間連結会計年度の金額は、当中間連結会計年度にあ

わせ組替えております。 

２．前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販

売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、半導体パッケージのリーディングカンパニーとして、多様化、高度化するニーズに対応しうる半

導体パッケージ、半導体実装技術の研究開発に取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は16億18百万円で、主な研究開発活動としては、フリップチップタイプの

ＭＰＵ向けパッケージなど高密度多層配線プリント基板技術の高度化および次世代製品の開発等に注力したほか、エ

レクトロニクス機器の小型化、高機能化に対応する製品の事業化に向けた半導体実装技術の開発などを推進いたしま

した。 

 また、当中間連結会計期間において、新製品、新技術の研究開発体制の一体化をはかり、開発力をより強化するた

めに当社研究開発部門の再編成を行い、先端技術の基礎研究活動、新製品の事業化に向けた研究開発活動等を開発統

括部として統合いたしました。当社グループは、この開発統括部が中心となって研究開発活動を展開しております。

 なお、当社グループは単一セグメントに該当しており、また、研究開発活動によって開発される技術の多くはさま

ざまな製品に利用されることなどから、活動の状況および当該費用を製品の種類等により区分することは困難であ

り、部門別等によって示すことは行っておりません。 

部門 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ＩＣリードフレーム 17,229 104.8 

ＩＣパッケージ 48,985 124.3 

気密部品 12,869 157.1 

その他 6 84.2 

合計 79,090 123.5 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

INTEL CORPORATION 22,907 35.8 22,744 28.8 
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第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間末現在において実施および計画している設備の新設および拡充、改修状況は次のとおりであ

ります。 

（注）１．上記設備計画における今後の所要資金33,490百万円は、自己資金により充当し、不足分については銀行借入に

より充当する予定であります。 

２．本計画達成後には、現有生産能力が20％増加する見込みであります。 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

なお、当中間連結会計期間中に完成した設備のうち主なものは次のとおりであります。 
 

内容 金額（百万円） 

（生産設備） 

ＩＣリードフレーム 

ＩＣパッケージ 

  

  

2,363 

3,826 

内容 目的 
予算金額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着工年月 完成予定年月 

（生産設備）           

ＩＣリードフレーム 増産および合理化 11,400 903 平成16年4月 平成18年3月 

ＩＣパッケージ 〃 19,700 1,060 平成16年4月 平成18年3月 

気密部品 〃 3,100 217 平成16年4月 平成18年3月 

その他 新製品開発 1,700 229 平成16年4月 平成18年3月 

合計 ────  35,900 2,410 ────  ────   
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 124,344,000 

計 124,344,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成16年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成16年12月20日） 

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 45,057,314 45,057,314 
東京証券取引所
（市場第一部） 

─── 

計 45,057,314 45,057,314 ─── ─── 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成16年４月１日～ 
平成16年９月30日 

0 45,057 0 24,223 0 24,150 
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(4)【大株主の状況】 

（注）１．証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、フィデリティ投信株式会社から、平

成16年6月24日付で提出された変更報告書により平成16年6月18日現在で4,519千株（発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合 10.03％）を保有している旨の報告を受けており、さらに同社から、平成16年11月12

日付で提出された変更報告書により平成16年10月31日現在で3,155千株（発行済株式総数に対する所有株式

数の割合 7.00％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  平成16年９月30日現在

氏名または名称  住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富士通株式会社 
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番
１号 

22,529 50.00 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,955 4.34 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,826 4.05 

ガバメント・オブ・シンガポー
ル・インベストメント・コーポレ
ーション・ピー・リミテッド 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店） 

168 ROBINSON ROAD #37-01 CAPITAL  
TOWER SINGAPORE 
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

1,086 2.41 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 918 2.04 

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所字岡田178番地８ 612 1.36 

ザ・チェース・マンハッタン・バ
ンク ３８５０３６ 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行） 

360 N.CRESCENT DRIVE BEVERLY HILLS,  
CA U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

593 1.32 

デクシア・ビーアイエル・ジュリ
アス・ベア・マルチストック・ジ
ャパン・リーディング 
（常任代理人 株式会社東京三菱
銀行） 

69 ROUTE D'ESCH L-1470 LUXEMBOURG 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

592 1.31 

ビービーエイチ・フォー・フィデ
リティー・ジャパン・スモール・
カンパニー・ファンド 
（常任代理人 株式会社東京三菱
銀行） 

40 WATER STREET, BOSTON MA U.S.A. 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

513 1.14 

ザ・チェース・マンハッタン・バ
ンク・エヌエイ・ロンドン 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON, 
 ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

430 0.96 

計   31,056 68.93 
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２．証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、バークレイズ・グローバル・インベ

スターズ信託銀行株式会社から、平成16年10月12日付で提出された変更報告書により平成16年9月30日現在

で3,155千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合 7.00％）を下表のとおり保有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。 

(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数2個）含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

氏名または名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社 453 1.01 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 1,379 3.06 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ、エヌ・エイ 741 1.65 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・オーストラリア・
リミテッド 

21 0.05 

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッド 537 1.19 

バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド 21 0.05 

計 3,155 7.00 

  平成16年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─── ─── ─── 

議決権制限株式（自己株式等） ─── ─── ─── 

議決権制限株式（その他） ─── ─── ─── 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 199,600 ─── ─── 

完全議決権株式（その他） 普通株式 44,854,000 448,540 ─── 

単元未満株式 普通株式 3,714 ─── ─── 

発行済株式総数 45,057,314 ─── ─── 

総株主の議決権 ─── 448,540 ─── 

  平成16年９月30日現在

所有者の氏名
または名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

新光電気工業
株式会社 

長野県長野市小島田町
80番地 

199,600 0 199,600 0.44 

計 ─── 199,600 0 199,600 0.44 
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２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

月別 平成16年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 3,640 3,550 3,780 3,770 3,700 3,630 

最低（円） 3,110 3,050 3,480 3,010 3,240 3,260 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動日 

専務取締役 
営業部門・システム開発
総括、 
営業統括部長  

専務取締役 
営業部門・ビジネスシス
テム開発総括 

倉石 文夫 2004年７月21日 

専務取締役 
事業部門・生産技術・設
備開発総括 

専務取締役 事業部門・設備開発総括 生稲 弘明 2004年７月21日 

取締役 開発統括部長 取締役 
商品開発担当、 
基盤技術研究所長 

村田 明彦 2004年７月21日 

取締役 
資材担当、 
環境管理統括部長 

取締役 

資材・環境管理部門担
当、 
ビジネスシステム開発統
括部長 

小川 喜彦 2004年７月21日 

取締役 販売推進統括部長 取締役 営業統括部長 井口 和治 2004年７月21日 
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第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

 ただし、当中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

 ただし、当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日

まで）および前中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）ならびに当中間連結会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）および当中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中

間連結財務諸表および中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金     22,169 20,833   20,140

２．受取手形及び売掛
金 

    36,137 46,925   42,119

３．たな卸資産     9,009 8,260   8,795

４．預け金     12,400 15,600   14,500

５．繰延税金資産     2,735 3,119   2,739

６．その他 ※3   1,457 1,722   1,905

７．貸倒引当金     △27 △41   △43

流動資産合計     83,882 57.0   96,419 60.5   90,156 58.9 

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1）建物及び構築物 ※1.2 18,634     18,238     18,204     

(2）機械装置及び運
搬具 

※1.2 19,831     20,276     19,455     

(3）工具器具及び備
品 

※1.2 7,278 6,689 6,964 

(4）土地 ※1 7,163 7,163 7,150 

(5）建設仮勘定   3,977     4,460     5,395     

有形固定資産合計     56,885 38.7   56,828 35.7   57,170 37.4

２．無形固定資産     1,231 0.9   1,423 0.9   1,301 0.8 

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   542 503 532 

(2）繰延税金資産   3,997 3,446 3,349 

(3）その他   552 686 591 

(4）貸倒引当金   △45 △45 △45 

投資その他の資産
合計 

    5,046 3.4 4,590 2.9   4,428 2.9

固定資産合計     63,163 43.0 62,841 39.5   62,900 41.1

資産合計     147,045 100.0 159,261 100.0   153,056 100.0 
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前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金     15,468     21,148     18,644   

２．短期借入金 ※1   6,296 1,468   6,166

３．未払金     3,390 3,199   4,478

４．未払法人税等     2,193 4,721   2,954

５．未払費用     8,572 9,964   8,378

６．その他     310 619   707

流動負債合計     36,232 24.6 41,122 25.9   41,331 26.9

Ⅱ 固定負債       

１．社債     10,000 10,000   10,000

２．長期借入金 ※1   6,679 6,423   5,931

３．退職給付引当金     7,299     4,151     3,994   

４．役員退職慰労引当
金 

    360     355     387   

固定負債合計     24,338 16.6 20,929 13.1   20,312 13.3

負債合計     60,571 41.2 62,052 39.0   61,643 40.2

        

（少数株主持分）       

少数株主持分     △889 △0.6 △884 △0.6   △841 △0.5

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     24,223 16.5   24,223 15.2   24,223 15.8 

Ⅱ 資本剰余金     24,150 16.4 24,150 15.2   24,150 15.8

Ⅲ 利益剰余金     42,100 28.6 52,869 33.2   47,245 30.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    197 0.2 177 0.1   192 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2,642 △1.8 △2,668 △1.7   △2,891 △1.9

Ⅵ 自己株式     △665 △0.5   △658 △0.4   △665 △0.4 

資本合計     87,363 59.4 98,093 61.6   92,254 60.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    147,045 100.0 159,261 100.0   153,056 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     64,058 100.0 79,090 100.0   135,882 100.0 

Ⅱ 売上原価     52,041 81.2   61,558 77.8   109,720 80.7 

売上総利益     12,017 18.8   17,532 22.2   26,161 19.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1   6,130 9.6 6,564 8.3   12,232 9.0

営業利益     5,886 9.2 10,967 13.9   13,928 10.3

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   53 62 138 

２．技術料   21 77 125 

３．為替差益   0     649     0     

４．雑収入   285 360 0.6 387 1,177 1.4 559 823 0.6

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   185 167 363 

２．退職給付積立不足
償却額 

  767 569 1,502 

３．為替差損   506 0 1,243 

４．雑支出   370 1,830 2.9 307 1,044 1.3 908 4,017 3.0 

経常利益     4,417 6.9 11,100 14.0   10,734 7.9

Ⅵ 特別利益       

厚生年金基金代行
返上益 

    0 0.0 0 0.0 3,876 3,876 2.8

Ⅶ 特別損失         

固定資産除却損 ※2 657 657 1.0 860 860 1.1 2,059 2,059 1.5

税金等調整前中間
(当期)純利益 

    3,759 5.9   10,240 12.9   12,550 9.2

法人税、住民税及
び事業税 

  2,195     4,404     4,610     

法人税等調整額   △908 1,286 2.1 △446 3,957 5.0 △261 4,348 3.2

少数株主利益     74 0.1 10 －   121 0.1

中間（当期）純利
益 

    2,398 3.7 6,272 7.9   8,080 5.9
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   24,150 24,150   24,150

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  24,150 24,150   24,150

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   40,350 47,245   40,350

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益   2,398 2,398 6,272 6,272 8,080 8,080

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   538 538  1,076 

２．役員賞与   110   110  110 

３．自己株式処分差損    648 － 648   1,186

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  42,100 52,869   47,245
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  3,759 10,240 12,550

減価償却費   6,972 7,203 15,364

退職給付引当金の増
減額 

  692 155 △2,610

受取利息及び受取配
当金 

  △56 △66 △141

支払利息   185 167 363

為替差益   0 △128 0

為替差損   151 0 244

有形固定資産除却損   593 825 1,743

売上債権の増加額   △4,583 △4,590 △10,667

たな卸資産の減少額   277 568 458

仕入債務の増加額   1,798 2,206 5,111

未払費用の増加額   974 1,580 788

その他   △259 △26 △269

小計   10,505 18,135 22,938

利息及び配当金の受
取額 

  48 61 138

利息の支払額   △183 △166 △362

法人税等の支払額   △1,537 △2,644 △3,190

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  8,832 15,386 19,523
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △143 △291 △782

定期預金の払戻によ
る収入 

  0 295 530

有形固定資産の取得
による支出 

  △6,430 △8,721 △13,936

無形固定資産の取得
による支出 

  △190 △344 △1,658

投資及び長期貸付金
の増減額 

  55 △149 △64

その他   157 81 218

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △6,551 △9,130 △15,692

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純減少
額 

  △224 △144 △167

長期借入れによる収
入 

  0 700 0

長期借入金の返済に
よる支出 

  △358 △4,849 △1,200

配当金の支払額   △538 △538 △1,076

自己株式の取得によ
る支出 

  ― ― △1

自己株式の売却によ
る収入 

  0 7 0

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,121 △4,825 △2,446

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △355 330 △590

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

  803 1,760 793

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  33,083 33,877 33,083

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

  33,887 35,638 33,877
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社名 

SHINKO ELECTRONICS  

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

韓国新光マイクロエレクト

ロニクス株式会社 

SHINKO ELECTRIC AMERICA, 

INC. 

なお、前連結会計年度まで連

結子会社であった吉川新光電

気株式会社は清算したため、

連結の範囲から除いておりま

す。 

また、当中間連結会計期間に

子会社１社を新たに連結の範

囲に含めました。 

設立子会社 

新光電気工業（無錫）有限公

司 

(1)連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社名 

SHINKO ELECTRONICS  

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

韓国新光マイクロエレクト

ロニクス株式会社 

SHINKO ELECTRIC AMERICA, 

INC. 

  

  

  

  

(1)連結子会社の数  10社 

主要な連結子会社名 

SHINKO ELECTRONICS  

(MALAYSIA) SDN.BHD. 

韓国新光マイクロエレクト

ロニクス株式会社 

SHINKO ELECTRIC AMERICA, 

INC. 

なお、前連結会計年度まで連

結子会社であった吉川新光電

気株式会社は清算したため、

連結の範囲から除いておりま

す。 

また、当連結会計期間に子会

社１社を新たに連結の範囲に

含めました。 

設立子会社 

新光電気工業（無錫）有限公

司 

        

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社  １社 

SHINKO MICROELECTRONICS 

(THAILAND) CO., LTD. 

同左 

  

  

  

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社  １社 

SHINKO MICROELECTRONICS 

(THAILAND) CO., LTD. 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重

要な影響を与えていないた

めであります。 

  

  

（連結の範囲から除いた理

由） 

非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な

影響を与えていないためで

あります。 

        

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用していない非連結子

会社は、中間連結純損益および利

益剰余金等に与える影響が軽微で

あり重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。 

なお、当社は、関連会社を有して

おりません。 

同左 

  

持分法を適用していない非連結子

会社は、連結純損益および利益剰

余金等に与える影響が軽微であり

重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

なお、当社は、関連会社を有して

おりません。 

        

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日 

６月末日  １社 

 ９月末日  ９社 

６月末日中間決算会社は、６月末

中間決算により連結しておりま

す。 

中間連結決算日の不一致による差

異に重要なものがある場合には連

結上調整を行うこととしておりま

す。 

同左 

  

  

  

  

連結子会社の決算日 

12月末日  １社 

 ３月末日  ９社 

12月末日決算会社は、12月末決算

により連結しております。 

連結決算日の不一致による差異に

重要なものがある場合には連結上

調整を行うこととしております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

および評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  ②デリバティブ 

時価法 

②      同左 ②      同左 

        

  ③たな卸資産 

総平均法および先入先出法によ

る原価法であります。 

③      同左 ③      同左 

        

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

主に定率法によっております。

ただし、当社および国内連結子

会社については、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）について、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 

10～38年 

機械装置及び運搬具 

５～12年 

①      同左 ①      同左 

        

  ②無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

②      同左 ②      同左 

        

(3）重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

①      同左 ①      同左 

        

 

2004/12/16 20:33:59新光電気工業株式会社/半期報告書/2004-09-30

- 20 -



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額、ま

た、過去勤務債務は、各連結会

計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額を費用処

理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額を費

用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額、ま

た、過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る按分額を費用処理しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

 （追加情報） 

当社が加入する富士通厚生年金

基金は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代

行部分について、平成16年３月

23日に厚生労働大臣から将来分

支給義務免除の認可を受けまし

た。 

当社は、「退職給付会計に関す

る実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度委員

会報告第13号）第47－２項に定

める経過措置を適用し、当該将

来分返上認可の日において代行

部分に係る退職給付債務と年金

資産を消滅したものとみなして

会計処理しております。 

本処理に伴う当連結会計年度に

おける損益に与えている影響額

は、特別利益として3,876百万円

計上しております。 

また、当連結会計年度末日現在

において測定された返還相当額

（最低責任準備金）は、5,307百

万円であります。 

        

  ③役員退職慰労引当金 

当社および一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づき中間連結

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

③      同左 ③役員退職慰労引当金 

当社および一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づき連結会計

年度末要支給額を計上しており

ます。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

(4）重要な外貨建の資産ま

たは負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

なお、在外子会社の資産、負債、

収益および費用は、在外子会社の

中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に含

めております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

なお、在外子会社の資産、負債、

収益および費用は、在外子会社の

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めて

おります。 

        

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

        

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。 

①      同左 ①      同左 

        

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取引 
外貨建予定取

引 

通貨オプショ

ン取引 

外貨建予定取

引 

②      同左 ②      同左 

        

  ③ヘッジ方針 

当社グループは、将来の為替の

相場変動に伴うリスクの軽減を

図る目的で、デリバティブ取引

に関する管理規定を定めてお

り、その規定に基づきヘッジの

有効性を判定し、デリバティブ

取引を行っております。 

③      同左 ③      同左 

        

  ④有効性評価の方法 

ヘッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ対象の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計を

比較勘案し、有効性を評価して

おります。 

④      同左 ④      同左 

        

(7）消費税等の会計処理方

法 

税抜方式を採用しております。 同左 同左 

        

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

※１．担保に供している資産および被担保債

務の内訳は次のとおりであります。 

※１．   ───────── ※１．担保に供している資産および被担保債

務の内訳は次のとおりであります。 

担保資産（工場財団組成）   担保資産（工場財団組成） 

建物及び構築物 1,337百万円

機械装置及び運搬具 153百万円

工具器具及び備品 5百万円

土地 521百万円

計 2,017百万円

被担保債務  

長期借入金 

（一年内返済分を含

む） 

2,000百万円

   

   

   

   

   

   

  

  

 

建物及び構築物 1,291百万円

機械装置及び運搬具 151百万円

工具器具及び備品 5百万円

土地 521百万円

計 1,970百万円

被担保債務  

長期借入金 

（一年内返済分を含

む） 

2,000百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 

143,740百万円 147,898百万円 145,281百万円 

※３．消費税等 ※３．      同左 ※３．      同左 

未収消費税等は流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 
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（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目および金額は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目および金額は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち主要な費

目および金額は次のとおりでありま

す。 

荷造費・運賃・保

管料 
700百万円

従業員給料手当 1,309百万円

研究開発費 1,643百万円

荷造費・運賃・保

管料 
719百万円

従業員給料手当 1,360百万円

研究開発費 1,618百万円

荷造費・運賃・保

管料 
1,482百万円

従業員給料手当 2,673百万円

研究開発費 3,202百万円

※２．固定資産除却損 ※２．固定資産除却損 ※２．固定資産除却損 

固定資産除却損の発生は全て当社のも

のであり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

固定資産除却損の発生は全て当社のも

のであり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

固定資産除却損の発生は全て当社のも

のであり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

機械装置及び運搬

具 
266百万円

工具器具及び備品 188百万円

その他 203百万円

機械装置及び運搬

具 
186百万円

工具器具及び備品 175百万円

その他 499百万円

建物及び構築物 513百万円

機械装置及び運搬

具 
605百万円

工具器具及び備品 324百万円

その他 615百万円

      

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成15年９月30日現在) (平成16年９月30日現在) （平成16年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 22,169百万円

預け金勘定 12,400百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△681百万円

現金及び現金同等物 33,887百万円

現金及び預金勘定 20,833百万円

預け金勘定 15,600百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△795百万円

現金及び現金同等物 35,638百万円

現金及び預金勘定 20,140百万円

預け金勘定 14,500百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△762百万円

現金及び現金同等物 33,877百万円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具
及び備品 

3,084 2,145 938 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

1,788 1,110 677

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

3,255 2,456 799

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

(注)       同左 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

一年内 437百万円

一年超 501百万円

合計 938百万円

一年内 358百万円

一年超 319百万円

合計 677百万円

一年内 403百万円

一年超 395百万円

合計 799百万円

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

(注)       同左 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

(3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 292百万円

減価償却費相当額 292百万円

支払リース料 176百万円

減価償却費相当額 176百万円

支払リース料 603百万円

減価償却費相当額 603百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）      同左 (4）      同左 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

    

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年内 7百万円

一年超 21百万円

合計 29百万円

一年内 7百万円

一年超 18百万円

合計 25百万円

一年内 7百万円

一年超 18百万円

合計 25百万円
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 66 396 330 

(2）債券       

国債・地方債 0 0 0 

社債 0 0 0 

その他 0 0 0 

(3）その他 0 0 0 

合計 66 396 330 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 140 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 64 361 297 

(2）債券       

国債・地方債 0 0 0 

社債 0 0 0 

その他 0 0 0 

(3）その他 0 0 0 

合計 64 361 297 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 136 
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前連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 67 391 323 

(2）債券       

国債・地方債 0 0 0 

社債 0 0 0 

その他 0 0 0 

(3）その他 0 0 0 

合計 67 391 323 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 136 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

(1）取引の内容 

当社グループは、為替予約取引を利用し

ております。 

(1）       同左 (1）       同左 

      

(2）取引に対する取組方針 

当社グループのデリバティブ取引は、将

来の為替の変動によるリスク回避を目的

としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(2）       同左 (2）       同左 

      

(3）取引の利用目的 

当社グループのデリバティブ取引は、外

貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回

避する目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッ

ジ会計を行っております。 

ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段…為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

(3）       同左 (3）       同左 

      

(4）取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している為替予約取

引および通貨オプション取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しておりま

す。 

なお、当社グループのデリバティブ取引

の契約先はいずれも信用度の高い銀行で

あるため、相手先の契約不履行によるリ

スクはほとんどないと認識しておりま

す。 

(4）       同左 (4）       同左 

      

(5）取引に係るリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引につい

ては、当社グループの運用ルールに基づ

き、各社ごとに経理部門が契約の締結を

行っております。 

各社の経理部門は、一定の範囲の取引限

度を超えないように管理しており、取引

結果はその都度経営陣に報告しておりま

す。 

(5）       同左 (5）       同左 

      

(6）取引の時価等に関する事項についての補

足説明 

取引の時価等に関する事項についての契

約額等は、あくまでもデリバティブ取引

における名目的な契約額、または計算上

の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すも

のではありません。 

(6）       同左 (6）       同左 
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２．取引の時価等に関する事項 

前中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度末（平成16年３月31日現在） 

通貨関連 

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

        

為替予約取引       

売建       

米ドル 2,400 2,221 178 

合計 ─── ─── 178 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

        

為替予約取引       

売建       

米ドル 8,418 8,506 △87 

合計  ─── ─── △87 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

        

為替予約取引       

売建       

米ドル 8,830 8,817 13 

合計   ───  ───  13 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度において、当社グループは、電子・通信機

器部品の製造・販売のみを行っている単一セグメントに該当いたしますので、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国 

当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
54,202 7,368 2,487 64,058   64,058 

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
8,359 724 382 9,467 (9,467) 0 

計 62,562 8,093 2,870 73,526 (9,467) 64,058 

営業費用 57,144 7,748 2,797 67,691 (9,518) 58,172 

営業利益 5,417 344 72 5,834 51 5,886 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
アメリカ 

（百万円） 
計 

（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
64,688 8,869 5,532 79,090   79,090 

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
12,111 989 461 13,562 (13,562) 0 

計 76,800 9,859 5,994 92,653 (13,562) 79,090 

営業費用 66,602 9,331 5,829 81,763 (13,640) 68,122 

営業利益 10,197 527 164 10,890 77 10,967 
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前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国ほか 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国ほか 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
アメリカ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売

上高 
113,637 15,903 6,341 135,882   135,882 

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高 
18,935 1,779 669 21,384 (21,384) 0 

計 132,573 17,682 7,010 157,266 (21,384) 135,882 

営業費用 119,640 16,891 6,924 143,456 (21,503) 121,953 

営業利益 

（または営業損失） 
12,932 791 85 13,809 118 13,928 

  アジア アメリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 33,182 7,541 1,530 42,254 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ─── ─── ─── 64,058 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
51.8 11.8 2.4 66.0 
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当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国ほか 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国ほか 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア……マレーシア、大韓民国、台湾、シンガポール共和国、中華人民共和国ほか 

(2）アメリカ……アメリカ合衆国ほか 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  アジア アメリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 36,632 12,574 2,197 51,404 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ─── ─── ─── 79,090 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
46.3 15.9 2.8 65.0 

  アジア アメリカ その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 65,772 17,499 3,678 86,950 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ─── ─── ─── 135,882 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
48.4 12.9 2.7 64.0 

2004/12/16 20:33:59新光電気工業株式会社/半期報告書/2004-09-30

- 32 -



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

該当事項はありません。 

(2)【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,947.67円

１株当たり中間純利益 53.46円

１株当たり純資産額 2,186.76円

１株当たり中間純利益 139.83円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

139.79円

１株当たり純資産額 2,054.25円

１株当たり当期純利益 177.70円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。 

      

  
前中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 2,398 6,272 8,080 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 110 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 2,398 6,272 7,970 

期中平均株式数（千株） 44,855 44,856 44,855 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益調整額（百万円）   0   

普通株式増加数（千株）   15   

（うち自己株式取得方式によるストックオプシ

ョン） 
  (15)   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法第210条ノ２の規定

に基づく自己株式方式のス

トックオプション 

普通株式 201,300株 

────── 

  

旧商法第210条ノ２の規定

に基づく自己株式方式のス

トックオプション 

普通株式 201,300株 
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２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   17,413 15,058 14,591 

２．受取手形   572 529 450 

３．売掛金   36,745 48,095 43,410 

４．たな卸資産   8,430 7,631 8,138 

５．未収入金 ※3 833 1,140 1,240 

６．預け金   12,400 15,600 14,500 

７．繰延税金資産   2,663 3,045 2,665 

８．その他   488 374 516 

流動資産合計     79,548 54.1 91,474 57.9   85,514 56.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1）建物 ※1.2 16,321     15,857     16,001     

(2）機械装置 ※1.2 19,373 19,620 19,009 

(3）工具器具及び備
品 

※1.2 6,744     6,157     6,486     

(4）土地 ※1 6,905     6,905     6,905     

(5）建設仮勘定   3,851 4,332 5,249 

(6）その他 ※1.2 1,373 1,460 1,311 

有形固定資産合計     54,571 37.2   54,334 34.4   54,962 36.0

２．無形固定資産     1,229 0.8 1,420 0.8   1,298 0.9

３．投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   7,395 7,359 7,385 

(2）繰延税金資産   3,985 3,116 2,936 

(3）その他   1,276 1,321 1,241 

(4）貸倒引当金   △976 △961 △913 

投資その他の資産
合計 

    11,680 7.9 10,836 6.9   10,650 7.0

固定資産合計     67,481 45.9 66,591 42.1   66,912 43.9

資産合計     147,029 100.0 158,066 100.0   152,426 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   15,428 20,866 18,437 

２．短期借入金 ※1 5,625     1,000     5,583     

３．未払金   3,196 3,149 4,380 

４．未払法人税等   2,107 4,470 2,760 

５．未払費用   8,429 9,843 8,255 

６．その他   303 567 685 

流動負債合計     35,090 23.9 39,898 25.3   40,103 26.3

Ⅱ 固定負債       

１．社債   10,000 10,000 10,000 

２．長期借入金 ※1 5,700 5,500 5,000 

３．退職給付引当金   7,242     4,080     3,948     

４．役員退職慰労引当
金 

  358 353 386 

固定負債合計     23,301 15.8 19,934 12.6   19,334 12.7

負債合計     58,391 39.7   59,833 37.9   59,438 39.0 

        

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     24,223 16.5 24,223 15.3   24,223 15.9

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   24,150 24,150 24,150 

資本剰余金合計     24,150 16.4 24,150 15.3   24,150 15.8

Ⅲ 利益剰余金                     

１．利益準備金   911 911 911 

２．任意積立金   36,174 41,230 36,174 

３．中間（当期）未処
分利益 

  3,647 8,199 8,002 

利益剰余金合計     40,732 27.8 50,341 31.8   45,087 29.6

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    197 0.1 177 0.1   192 0.1

Ⅴ 自己株式     △665 △0.5 △658 △0.4   △665 △0.4

資本合計     88,637 60.3   98,233 62.1   92,988 61.0 

負債・資本合計     147,029 100.0   158,066 100.0   152,426 100.0 
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②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     62,549 100.0   76,782 100.0   132,543 100.0 

Ⅱ 売上原価     50,807 81.2 59,866 78.0   107,094 80.8

売上総利益     11,742 18.8 16,915 22.0   25,449 19.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,357 10.2   6,791 8.8   12,639 9.5 

営業利益     5,384 8.6 10,124 13.2   12,809 9.7

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   31 36 88 

２．為替差益    0 567 0 

３．その他   310 341 0.5 763 1,367 1.7 729 818 0.6

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   43     28     84     

２．社債利息   134 133 266 

３．退職給付積立不足
償却額 

  764 566 1,496 

４．その他   892 1,835 2.9 304 1,033 1.3 2,118 3,966 3.0

経常利益     3,891 6.2   10,458 13.6   9,660 7.3

Ⅵ 特別利益       

厚生年金基金代行
返上益 

    0 0.0 0 0.0 3,876 3,876 2.9

Ⅶ 特別損失                   

固定資産除却損 ※1 657 657 1.1 860 860 1.1 2,059 2,059 1.5

税引前中間(当期)
純利益 

    3,233 5.2 9,597 12.5   11,477 8.7 

法人税、住民税及
び事業税 

  2,117 4,244 4,417 

法人税等調整額   △892 1,224 2.0 △549 3,695 4.8 157 4,574 3.5

中間（当期）純利
益 

    2,009 3.2 5,902 7.7   6,902 5.2

前期繰越利益     1,637     2,297     1,637   

自己株式処分差
損  

    －   

中間配当額       538

中間（当期）未処
分利益 

    3,647 8,199   8,002
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準および評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

        

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）     同左 (2）     同左 

        

  (3）たな卸資産 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

原材料・貯蔵品 

先入先出法による原価法 

(3）     同左 (3）     同左 

        

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物 15～38年

機械装置 ５～12年

(1）     同左 (1）     同左 

        

  (2）無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェア

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）     同左 (2）     同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備え

るため、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

  

  

        

  (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による按分

額、また、過去勤務債務は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による按分

額を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による按分額

を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による按分

額、また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による按分額を費用

処理しております。 

また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務年数による定

額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

 （追加情報） 

当社が加入する富士通厚生年

金基金は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成

16年３月23日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。 

当社は、「退職給付会計に関

する実務指針（中間報告）」

（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）第47－

２項に定める経過措置を適用

し、当該将来分返上認可の日

において代行部分に係る退職

給付債務と年金資産を消滅し

たものとみなして会計処理し

ております。 

本処理に伴う当事業年度にお

ける損益に与えている影響額

は、特別利益として3,876百万

円計上しております。 

また、当事業年度末日現在に

おいて測定された返還相当額

（最低責任準備金）は、5,307

百万円であります。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

  (3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づき中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(3)     同左 

  

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づき期末要支

給額を計上しております。 

        

４．外貨建の資産または負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

        

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

        

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

(1)     同左 (1）     同左 

        

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取

引 

外貨建予定

取引 

通貨オプシ

ョン取引 

外貨建予定

取引 

(2）     同左 (2）     同左 

        

  (3)ヘッジ方針 

当社は、将来の為替の相場変

動に伴うリスクの軽減を図る

目的で、デリバティブ取引に

関する管理規定を定めてお

り、その規定に基づきヘッジ

の有効性を判定し、デリバテ

ィブ取引を行っております。 

(3)     同左 (3）     同左 

        

  (4）有効性評価の方法 

ヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ対象の相場変動ま

たはキャッシュ・フロー変動

の累計を比較勘案し、有効性

を評価しております。 

(4）     同左 (4）     同左 

        

７．消費税等の会計処理方法 税抜方式を採用しております。 同左 同左 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１．担保に供している資産および被担保債

務の内訳は次のとおりであります。 

※１．   ───────── ※１．担保に供している資産および被担保債

務の内訳は次のとおりであります。 

担保資産（工場財団組成）   担保資産（工場財団組成） 

建物 1,216百万円

構築物 121百万円

機械装置 153百万円

工具器具及び備品 5百万円

土地 521百万円

計 2,017百万円

被担保債務  

長期借入金 

（一年内返済分を含

む） 

2,000百万円

   

   

   

   

   

   

   

  

  

 

建物 1,172百万円

構築物 118百万円

機械装置 151百万円

工具器具及び備品 5百万円

土地 521百万円

計 1,970百万円

被担保債務  

長期借入金 

（一年内返済分を含

む） 

2,000百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 

136,074百万円 139,657百万円 137,724百万円 

※３．消費税等 ※３．      同左 ※３．      同左 

未収消費税等は流動資産の「未収入

金」に含めて表示しております。 

    

 ４．保証債務残高は、下記のとおりであ

り、下記被保証先の銀行借入等に対す

るものであります。 

 ４．保証債務残高は、下記のとおりであ

り、下記被保証先の銀行借入等に対す

るものであります。 

 ４．保証債務残高は、下記のとおりであ

り、下記被保証先の銀行借入等に対す

るものであります。 

保証先 金額 

SHINKO 
ELECTRONICS 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

674百万円 
(6,000千米ドル 

230千マレーシア 
リンギット)

保証先 金額 

SHINKO 
ELECTRONICS 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

473百万円 
(4,200千米ドル 

258千マレーシア 
リンギット)

保証先 金額 

SHINKO 
ELECTRONICS 
(MALAYSIA) 
SDN.BHD. 

588百万円 
(5,500千米ドル 

 250千マレーシア 
リンギット)
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

機械装置 266百万円

工具器具及び備品 188百万円

その他 203百万円

機械装置 186百万円

工具器具及び備品 175百万円

その他 499百万円

建物 468百万円

機械装置 605百万円

工具器具及び備品 324百万円

その他 661百万円

２．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

２．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

２．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

有形固定資産 6,457百万円

無形固定資産 192百万円

長期前払費用 94百万円

計 6,745百万円

有形固定資産 6,579百万円

無形固定資産 222百万円

長期前払費用 59百万円

計 6,860百万円

有形固定資産 13,072百万円

無形固定資産 1,578百万円

長期前払費用 160百万円

計 14,811百万円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額および期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具
及び備品 

3,084 2,145 938 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

1,788 1,110 677

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具
及び備品 

3,255 2,456 799

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

      

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

一年内 437百万円

一年超 501百万円

合計 938百万円

一年内 358百万円

一年超 319百万円

合計 677百万円

一年内 403百万円

一年超 395百万円

合計 799百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

      

(3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 (3）支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 292百万円

減価償却費相当額 292百万円

支払リース料 176百万円

減価償却費相当額 176百万円

支払リース料 603百万円

減価償却費相当額 603百万円

      

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）      同左 (4）      同左 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

    

      

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

一年内 4百万円

一年超 11百万円

合計 16百万円

一年内 5百万円

一年超 9百万円

合計 14百万円

一年内 4百万円

一年超 9百万円

合計 13百万円
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（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

該当事項はありません。 

(2)【その他】 

 平成16年10月28日開催の当社取締役会において、平成16年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記

載または記録された株主または登録質権者に対し、第70期中間配当金として１株につき12円（総額538,292,052

円）を支払うことを決議いたしました。 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,976.07円

１株当たり中間純利益 44.79円

１株当たり純資産額 2,189.89円

１株当たり中間純利益 131.58円

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

131.53円

１株当たり純資産額 2,070.61円

１株当たり当期純利益 151.43円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため、記載しておりません。 

      

  
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益（百万円） 2,009 5,902 6,902 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 110 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 2,009 5,902 6,792 

期中平均株式数（千株） 44,855 44,856 44,855 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益       

中間（当期）純利益調整額（百万円）   0   

普通株式増加数（千株）   15   

（うち自己株式取得方式によるストックオプシ

ョン）  
  (15)   

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法第210条ノ２の規定

に基づく自己株式方式のス

トックオプション 

普通株式 201,300株 

────── 

  

旧商法第210条ノ２の規定

に基づく自己株式方式のス

トックオプション 

普通株式 201,300株 
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第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 臨時報告書 

平成16年５月19日関東財務局長に提出 

証券取引法第24条の5第4項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号および第19号の規定に基

づく臨時報告書であります。 

(2) 訂正発行登録書 

平成16年５月19日関東財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度（第69期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成16年６月30日関東財務局長に提出 

(4) 訂正発行登録書 

平成16年６月30日関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成15年12月19日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 伊佐山 操  印 

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 持永  勇一 印 

  関与社員 公認会計士 小林  宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成15年４月１日

から平成15年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新光電気工業株式会社及び連結子会社の平成15年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊佐山 操  印

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 持永  勇一 印

  
指定社員 

業務執行社員
公認会計士 小林  宏  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新光電気工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成15年12月19日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 伊佐山 操  印 

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 持永  勇一 印 

  関与社員 公認会計士 小林  宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第69期事業年度の中間会計期間（平成15年４月１日か

ら平成15年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新光電気工業株式会社の平成15年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成15年４

月１日から平成15年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日   

新光電気工業株式会社   

  取締役会 御中 

  新日本監査法人

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 伊佐山 操  印

  
指定社員
業務執行社員

公認会計士 持永  勇一 印

  
指定社員 

業務執行社員
公認会計士 小林  宏  印

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新光電

気工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、新光電気工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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